
 

案件概要書 

                          2018 年 4 月 24 日 

(１) 国名：チリ共和国 

(２) プロジェクトサイト／対象地域名：チリ共和国 

(３) 案件名：技術協力プロジェクト「中南米防災人材育成拠点化支援プロジェクト」 

(Disaster Risk Reduction Training Program for Latin America and the 

Caribbean)に係る第三国研修 

(４) 対象国：中南米 10 か国（アルゼンチン，ボリビア，コロンビア，コスタリカ，

エクアドル，メキシコ，パラグアイ，ペルー，ウルグアイ，ベネズエラ）  

(５) 参加者：上記対象国から計 12 名が参加。うち，ボリビアからは防災所掌機関

である国防省傘下の市民保護次官室から軍籍を有しない職員 2名が参加。 

(６) 実施期間：2017 年 4 月 24 日～2017 年 5 月 5 日 

(７) 計画の要約：本計画は，日本及びチリのコミュニティを軸とした緊急対応計画

や地域防災に関する研修の実施により，中南米諸国の防災分野の人材育成及び

防災専門家の連携ネットワークの強化を図り，もって域内の防災主流化の促進

に寄与することを目的とする。 

 

（１） 本計画を実施する外交的意義 

  中南米地域は鉱物・エネルギー資源や食料資源の供給地でもあるとともに，約

213 万人に上る日系人の存在など日本との人的・歴史的な絆も伝統的に深く，我

が国にとって戦略的に重要な地域である。 

我が国は，2015 年 3 月に仙台市において第 3 回国連防災会議を主催する等，

防災分野における国際協力の促進に重要な役割を果たしている。また，2014 年 7

月の安倍総理とバチェレ・チリ大統領との首脳会談における共同声明において，

二国間関係における戦略的な優先事項の一つとなっている，災害救援・防災支援

の分野での協力関係の増大や効果的な進展を評価するとともに，中南米に資する

イニシアティブを通じた三角協力の実施を目的とした防災人材育成に係る二者間

の協力覚書が署名されたことに対し，満足の意が表明された。 

チリにおける本第三国研修は，右三角協力にあたる技術協力プロジェクト「中

南米防災人材育成拠点化支援プロジェクト」の一環として，我が国にとって戦略

的に重要な地域である中南米諸国に対して実施するものであり，外交的意義が大

きい。 

（２） 当該地域における防災セクターの現状・課題及び本計画の位置付け 

中南米には地震，津波，ハリケーンや洪水等様々な自然災害に見舞われる国々

が多数存在し，これら国々における防災支援のニーズは高く，防災に対する人々

の正しい理解，技術，政策・制度設計が必要であり，これらを実践する人材を，

次世代も含め育成していくことが重要である。 

１．基本情報 

２． 計画の背景と必要性  



我が国はこれまでチリに対し，地震・地殻変動システムの観測強化や津波への

対応力の強化，災害リスクを踏まえた国土計画づくり等の支援を通じ，チリの防

災力強化に貢献してきており，防災主流化を国際的に推進するとともに，日本の

防災技術の海外展開にも力を入れている。 

このような背景の下，これまでの“Japan-Chile Partnership Program”による

協働実績も踏まえ，我が国とチリは，域内を中心に自然災害のリスク削減という

地球規模課題に取り組む戦略的パートナーとして，チリを拠点に中南米地域の防

災人材の育成を進めていくこととしている。右を踏まえ，本第三国研修は，技術

協力プロジェクト「中南米防災人材育成拠点化支援プロジェクト」の一環で実施

するもの。 

 

（１）計画概要 

① 計画の目的 

本計画は，日本及びチリのコミュニティを軸とした緊急対応計画や地域防災に

関する研修の実施により，中南米諸国の防災分野の人材育成及び防災専門家の連

携ネットワークの強化を図り，もって域内の防災主流化の促進に寄与することを

目的とする。 

 （講義・実習内容）津波防災，耐震工学，森林火災対策，都市救急救助分野等 

② 期待される開発効果 

同研修を受講した研修員が，コミュニティ緊急時対応に係る知識を普及・活用

し，住民参加型の災害現場対応・救助モデルを改善・促進することが期待される。 

③ 計画実施機関／実施体制 

・計画実施機関：チリ国家緊急対策庁等 

・研修参加機関：上記１０か国（計１２名）に対し，チリにおいて，防災分野の

研修を実施した。 

なお，研修受講者のうちボリビアについては，防災所掌機関である国防省傘下

の市民保護次官室（防災活動の促進及び緊急時対応にあたり，地方自治体等様々

なアクターと活動の調整を図る行政機関。）から軍籍を有しない職員 2名が参加。 

（２） その他特記事項 

 特になし。 

 

 

 以 上 

３．計画概要  


